
2025年度（令和７年度）逗子市地域福祉計画進行管理表

【第４章第２節福祉分野の個別計画施策体系】 所管名：

【2025年度の取り組み実績】

円

【懇話会の意見】

【自己評価】

市内におけるグループホームの施設数が12か所になっている。

【年度別達成状況 】

2023年度末

概ね順調であるとみなせる。

・市内外のグループホームに入居する障がいのある人に、家賃の一部を助成した。（支給決定人数85名）

　※市民税課税世帯の者については月額上限20,000円、同非課税世帯の者については月額上限15,000円

資料　１

前年度から１か所増加

し、８か所となった。

40,397,492

８か所整備されている。 ８か所整備されている。

2027年度末 2028年度末 2029年度末

障がい福祉課

計画名 逗子市障がい者福祉計画

取り組みの方向 ４障がい者が安心して自分らしく暮らし続けられるまち

具体的施策 ②障がいのある人の居住支援

事業名 民間障がい者福祉施設整備等促進事業 事業費（2025年度実績額）

【数値目標：2029年度（令和11年度）】

2024年度末 2025年度末 2026年度末
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【課題の分析と今後のアプローチ】

グループホームの設置を検討している事業者次第になってしまうため、実際の設置まで繋がらなかった相

談も複数あった。市内へのグループホームの設置は障害種別を問わず需要が多く、引き続きグループホー

ム設置を検討している事業者へ補助制度等の情報提供を積極的に行っていく。
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2025年度（令和７年度）逗子市地域福祉計画進行管理表

【第４章第２節福祉分野の個別計画施策体系】 所管名：

【2025年度の取り組み実績】

円

円

円

円

障がい福祉課

計画名 逗子市障がい者福祉計画

取り組みの方向 ４障がい者が安心して自分らしく暮らし続けられるまち

福祉施設の利用者のう

ち、就労移行支援事業等

を通じて一般就労に移行

する人数は11人/年と

なった。

2027年度末 2028年度末 2029年度末

障害者自立支援給付等支給事業 事業費（2025年度実績額） 1,094,699,499

【数値目標：2029年度（令和11年度）】

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人数が18人/年になってい

る。

【年度別達成状況 】

2023年度末 2024年度末 2025年度末 2026年度末

福祉施設の利用者のう

ち、就労移行支援事業等

を通じて一般就労に移行

する人数は９人/年と

なった。

福祉施設の利用者のう

ち、就労移行支援事業等

を通じて一般就労に移行

する人数は7人/年となっ

た。

障がいのある人の地域生活を支援するため訓練等給付を支給、機能訓練、就労支援などの通所系サービス

を提供し、この通所系サービスを174人が利用した。

事業名

具体的施策 ③障がいのある人の就労支援

事業名 就労等支援事業 3,566,732事業費（2025年度実績額）

相談支援事業

組織・人材等の体制、職務環境・人事管理等の整備や毎年度の取組状況の検証等を行いながら、市役所に

おける障がいのある人の雇用、定着について推進していく「逗子市障がい者活躍推進計画」に基づき、市

役所で10日間勤務するトライアル雇用を２名実施した。

事業名 知的障がい者等雇用促進事業 事業費（2025年度実績額） 4,710,000

市内在住の知的障がい者及び精神障がい者を３か月以上雇用する事業所に対して、障がい者１人につき月

３万円を支給した。（10事業所14人）

事業名

33,560,554事業費（2025年度実績額）

自立支援会議専門会議就労支援部門において、関係機関との円滑な就労支援を行う体制づくりに取り組ん

だ。１回開催。
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【懇話会の意見】

【自己評価】

【課題の分析と今後のアプローチ】

引き続き自立支援会議専門会議就労支援部門における意見交換や情報共有を行い、関係機関の相互連携を

深めていくとともに、「障がい者就労なんでも相談」をはじめとする当事者の相談の場を用意していく。

「自立支援会議専門会議就労支援部門」や、特別支援学校との「進路に関する情報交換会」等の実施によ

り多角的な意見聴取ができているとみなせる。また「障がい者就労なんでも相談」等の実施により当事者

の相談の場を一定程度用意できているとみなせる。
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2025年度（令和７年度）逗子市地域福祉計画進行管理表

【第４章第２節福祉分野の個別計画施策体系】 所管名：

【2025年度の取り組み実績】

円

円

円

2027年度末

【数値目標：2029年度（令和11年度）】

「障がいや障がいのある人に対し、社会全体の理解が進んできた」と回答する人の割合が66％以上に

なっている。

【年度別達成状況 】

2023年度末 2024年度末 2025年度末 2026年度末

2028年度末 2029年度末

令和５年度まちづくりに

関するアンケートにおけ

る「障がいや障がいのあ

る人に対し、社会全体の

理解が進んできた」の回

答者が43.8%となった

令和６年度まちづくりに

関するアンケートにおけ

る「障がいや障がいのあ

る人に対し、社会全体の

理解が進んできた」の回

答者が47.5%となった。

令和７年度まちづくりに

関するアンケートにおけ

る「障がいや障がいのあ

る人に対し、社会全体の

理解が進んできた」の回

答者が44.9%となった。

障がい福祉課

計画名 逗子市障がい者福祉計画

取り組みの方向 ４障がい者が安心して自分らしく暮らし続けられるまち

具体的施策 ④ バリアフリーの推進

事業名 障がい者の住みよいまちづくり推進事業 事業費（2025年度実績額） 478,954

45,000円

市職員に対し、合理的配慮の提供をテーマにオンデマンド研修を行った。

障がい者の権利擁護啓発講演会を令和３年度から継続して実施した。

事業名

ふれあいフェスinずしを障害者週間に実施し、409人の参加があった。

理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業については、4団体に委託。

市が設置または管理する公共施設を整備する際にユニバーサルデザインの視点を取り入れたバリアフリー化を進めるため、広く市民、高齢

者、障がいのある人等の代表を含む関係者等の意見を聴取する公共施設バリアフリー懇話会を1回開催した。（逗子市消防署北分署建替工

事）

相談支援事業 事業費（2025年度実績額） 33,560,554

基幹相談支援センターで事業者を中心とした関係機関に対して、差別解消や権利擁護に関する研修を２回

実施した。

障がいのある人の地域生活を支援するため訓練等給付を支給、機能訓練、就労支援などの通所系サービスを提供し、この通所系サービスを174人が利用した。障がい者権利擁護事業 事業費（2025年度実績額）
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【懇話会の意見】

【自己評価】

【課題の分析と今後のアプローチ】

引き続き上記事業を推進し、市内における障がいや障がいのある人への理解促進に取り組んでいく。

また、小中学校において、社会福祉協議会や当事者団体等と連携しながら、障がい、LGBT等社会的マイ

ノリティとその多様な在り方や、高齢者の介護などを広く理解する福祉教育に取り組む。

ふれあいフェスinずしや障がい者の権利擁護啓発講演会の参加者数は増加しているが、まちづくりに関す

るアンケートの数値が微減している。障がいや障がいのある人への理解促進・啓発を進めるため、積極的

な啓発活動が必要と考えられる。

6



2025年度（令和７年度）逗子市地域福祉計画進行管理表

【第４章第２節福祉分野の個別計画施策体系】 所管名：

【2025年度の取り組み実績】

円

円

円

2029年度末

【数値目標：2029年度（令和11年度）】

緊急時の受け入れ・対応の対象となるハイリスク者の登録者数が30人になっている。

【年度別達成状況 】

2023年度末 2024年度末 2025年度末 2026年度末

障がいのある人の地域生活を支援するため訓練等給付を支給、機能訓練、就労支援などの通所系サービスを提供し、この通所系サービスを174人が利用した。就労等支援事業 事業費（2025年度実績額） 3,566,732

前年度からハイリスク者

の登録者数が５人増加し

22人となった。

前年度の登録者数、22名

から増減はなし。

前年度の登録者数から５

名増え27名となった。

2027年度末 2028年度末

障がい者の体験利用の受け入れを行った３事業所に対して、事業種別に応じた金額を支給した。

事業名 相談支援事業 事業費（2025年度実績額） 33,560,554

基幹相談支援センターによる各相談支援事業所との連絡会を年12回開催し、相談支援機関と困難事例等

を通じて、支援体制の強化に取り組んだ。

基幹相談支援センター連絡会にて、地域生活支援拠点等の運用状況の検証等を行うとともに対応のあった

２件の事例検討を行った。

障がい福祉課

計画名 逗子市障がい者福祉計画

取り組みの方向 ４障がい者が安心して自分らしく暮らし続けられるまち

具体的施策 ⑤ 地域生活支援拠点等の充実

事業名 障害者自立支援給付等支給事業 事業費（2025年度実績額） 1,094,699,499

緊急時の受け入れ・対応を２件行った。

前年度の登録者数から５名増え、27名となった。
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【懇話会の意見】

【自己評価】

【課題の分析と今後のアプローチ】

今後も事業について広く周知していき、緊急時の受け入れ・対応の対象となるハイリスク者の洗い出し、

並びに対応できる市内事業所の登録勧奨を行っていく。

一定数の事業所が登録され、制度として整備はされたが、未登録の市内事業所が存在しているため、引き

続き登録を促していくこと、また登録された事業所に対しても、登録した機能以外の機能も担っていただ

くよう促していくことが必要。
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